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介護分野に関する意見交換会（第１回）議事概要 

 

平成２８年５月１１日 

公 正 取 引 委 員 会 

 

１ 日 時  平成２８年４月１９日（火）１４：２９～１６：３４ 

２ 場 所  公正取引委員会１１階官房第１会議室 

３ 議 題  参入規制の緩和等について 

４ 出 席 者  井手座長，齊木委員，鈴木委員，森委員，八代委員，結城委員 

瀬戸オブザーバー，桝田オブザーバー 

松尾経済取引局長，藤井経済取引局調整課長 

 

５ 議事概要 

松尾経済取引局長の挨拶，井手座長選出の後，前記議題について，事務局から

説明が行われた。その後に行われた意見交換の概要は次のとおり（○は委員・オ

ブザーバーの発言）。 

 

⑴ 特別養護老人ホームへの営利法人や医療法人の参入について 

○ 介護保険制度が始まってから約１５年が経過し，営利法人による有料老人ホ

ームの経営についての実績・ノウハウの蓄積は，特別養護老人ホームを運営す

る社会福祉法人と同等の質を担保することができる段階に来ていると考えら

れる。 

 

○ 仮に，営利法人が特別養護老人ホームへの参入を認められたとしても，社会

福祉法人とのイコールフッティングが図られない限り，社会福祉法人が運営す

る特別養護老人ホームと同じ価格帯でサービスを提供することは困難である。

したがって，営利法人と社会福祉法人が同じ競争条件となるよう税制や補助制

度を整備する必要がある。 

 

○ 単なる参入規制の問題だけではなく，社会福祉法人が競争上優遇されている

というイコールフッティングの問題も併せて議論することが必要である。 

 

 

 

 

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局経済取引局調整課 

電話 ０３－３５８１－５４８３（直通） 

ホームページ http://www.jftc.go.jp/ 



2 
 

○ 特別養護老人ホームへの入所について，要介護３以上の方に限定したり，低

所得者の方を優先したりしたとしても，そのことが営利法人の参入を認めない

理由にはならず，営利法人にも同様の条件を付けて参入を認めればよい。その

場合に，要介護３以上の者や低所得者を公的に守る必要があれば，施設に対し

て補助をするのではなく，利用者に対して直接，バウチャーによる補助をする

ことが望ましい。 

 

○ 特別養護老人ホームへ営利法人が参入することには反対である。その理由は，

市場経済化した場合には，処遇困難者の入所をできる限り避けるなどといった

利用者の選定が行われることになりかねないと考えるからである。他方，社会

医療法人や特定医療法人の特別養護老人ホームへの参入は認めてもよいと考

えており，その参入状況を踏まえて，一般的な医療法人の参入を議論すればよ

いだろう。 

 

○ 介護分野においては，クリームスキミング（注）への対応を考える必要があ

る。この解決策としては，法人格を問わず，一定数の認知症高齢者や処遇困難

者を引き受けることを義務付ける規制を設けることや，介護サービス事業者に

係る情報公開を進めていくといったことが考えられる。 

 

（注） 規制緩和によって参入した新規事業者が，収益性の高い分野にのみサービスを集中させ

ることをいう。 

 

○ 特別養護老人ホームは，低所得・重度要介護高齢者への支援を行う使命を担

っており，公共的福祉資源として，事業の継続性が担保される必要がある。ま

た，社会福祉法人と同等の事業の継続性が担保されている他の法人格は存在し

ない。よって，他の法人格に特別養護老人ホームへの参入の門戸を広げるべき

ではないと考える。 

 

⑵ 特別養護老人ホームと有料老人ホーム等との役割分担の明確化について 

○ 特別養護老人ホームには低所得者や処遇困難者に入所してもらい，有料老人

ホームには資産を有していたり年金を多くもらったりしている方に入居して

もらうことが基本だと思う。しかし，社会保険制度という性格上，高い保険料

を支払っている中高所得者の方々の特別養護老人ホームへの入所を拒否する

ことは難しい。経済的に恵まれた方には，特別養護老人ホームの利用料金を高
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く設定するなどして緩やかな線引きをすることで，有料老人ホームとの差をな

くすことにより，すみ分けが可能になるのではないか。 

 

○ 特別養護老人ホームと有料老人ホームのすみ分けについては，所得段階・所

得階層に応じた料金設定を行うという意見が出てくるのが必然であり，その延

長として，利用者に直接補助をする方法を検討していくのが筋であると思う。 

 

○ 特別養護老人ホームは，低所得・重度要介護高齢者向けの施設としての位置

付けが明確化されたこと，また，有料老人ホームに入居できる方は経済的理由

等により限定されることから，特段のすみ分けは必要ないと考える。 

 

⑶ 指定管理者制度の積極的な活用について 

○ 指定管理者制度が積極的に活用されることになれば，営利法人にとって参入

機会が増えることになるため，大変望ましいものであると考える。より積極的

に活用されるためには，長期的な視点をもって一定の指定期間を設けることと，

複数の施設運営を包括的に受託できるようにすることの２点が重要であると

考える。 

 

○ 指定管理者制度は図書館や公民館の運営には適した制度であると思うが，医

療・介護分野には適さないと思う。例えば，病院の指定管理者制度をみると，

指定管理者の契約期間は５年や１０年となっているが，その先は決まっていな

い。介護士不足が非常に問題となっている中，人材の蓄積を図る必要があるが，

５年や１０年程度の契約期間となってしまうと長期的ビジョンで人を育てる

ことができない。 

 

○ 厚生労働省は，指定管理者制度に関する通知を出したことで責任を果たした

と思っているのかもしれないが，その後の実態はどうなっているかをよくみる

べきである。保育分野においても，保育所の設置主体に制限はないにもかかわ

らず，営利法人であるというだけで，自治体の判断で保育所設置の認可が拒否

された事例がある。 

 

⑷ 現行の総量規制の在り方について 

○ 保険者が圏域ごとに公募等を行って事業者を指定することが多く，事業者間

で競争原理が働きづらい状況にある。よって，複数の事業者が参入できるよう
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に地域密着型サービス等の総量規制を緩和していただきたい。 

 

○ 自治体の介護保険事業計画等に基づいて総量規制を実施している現状を見

直すべきである。自治体によっては，介護保険事業計画等を策定したものの，

実際の整備率が低い場合もあり，そのような自治体が総量規制を実施するとい

った制度的な矛盾は解消すべきである。 

 

○ 総量規制はきちんと持続的に行うべきである。例えばデイサービスについて

は，一部の都市部を中心に供給過剰になっており，財政状況が厳しい中，無駄

な給付費を増やしている現状がある。 

 

⑸ 特別養護老人ホームの多数の入所待機者を解消する方法について 

○ 現在，特別養護老人ホームについては，例外を除いて個室ユニット型しか新

設が認められていない。もちろん個室ユニット型を望む方もいるが，国民年金

で生活している方の多くは４人部屋の多床室型を希望している。個室ユニット

型より多床室型の待機者の方が多いといった事例もあるため，多床室型を増や

していくべきである。 

 

○ 特別養護老人ホームへの入所者が要介護３以上の者に限定されて以降，待機

者の状況に関する実態が把握されていないことから，厚生労働省の調査結果を

待って，待機者の解消方法を検討すべきと考える。 

 

○ 特別養護老人ホームの待機者が多数発生する理由は，価格が安くて，規制さ

れているからである。つまり，価格メカニズムにゆがみが生じているからであ

る。これを解消するためには，価格を自由化し，参入も自由化するということ

しかないだろう。この場合，低所得者等への対応をどのようにするのかが課題

となるが，これについては利用者に対して直接補助を行うという方法が考えら

れる。 

 

⑹ その他 

○ 認知症高齢者が増える中で，ケアマネージャー等の相談を受けられたと

しても，需要者として対等に契約を交わすことはできないのではないかと

いう問題がある。競争原理を導入すればより良いサービスが生まれるとい

う効果もあるが，需要者の判断能力が落ちてきていることから，その点を
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踏まえて制度の在り方を議論すべきである。 

 

○ 後期高齢者は数千万人単位で増えていくところ，一部の認知症高齢者を

前提にして利用者は自分で判断できないから公的に保護しなければいけな

いということになれば昔の措置制度に戻ることと同じではないか。認知症

高齢者を例外として公的に支え，それ以外の方については市場に任せるべ

きではないか。 

 

○ 「ローカルルール」，すなわち自治体ごとに規制等の解釈が様々である

ため，全国展開して事業を行う事業者にとっては個々に対応せざるを得ず，

スケールメリットを出しにくいという面がある。また，人的規制や人員配

置基準等様々な規制を緩和することにより事業者の自由度が高まることに

なれば，必ずしも介護報酬の引上げだけに頼らない経営を行っていけるの

ではないかと思う。 

 

○ 競争政策の観点からは，社会福祉法人が他の運営主体と公正な競争をし

やすくする環境づくりも重要な課題である。その意味では，営利法人にも

規制を課すことを検討すべきであろう。例えば，営利法人が事業から安易

に撤退できないように一定の規制をかけるということが考えられる。 

 

○ 営利法人に対して，自治体に保証金を積み立てさせ，途中で撤退した場

合には営利法人が損をするような仕組みもよいと思う。 

 

○ 事業を継続する上での適正な規模というものがあると思う。介護分野に

おいては規模が小さい事業者が多い。適正規模以上に誘導していくような

運営基準を設けることを考えてもいいと思う。これから高齢者が増えてい

く都心郊外部については，適正な規模となることで継続性が担保でき，人

材の確保等もしやすくなるのではないか。 

 

６ 今後の予定について 

次回の意見交換会は５月２３日（月）に行うこととされた。 

 

（文責 公正取引委員会事務総局 速報版につき事後修正の可能性あり） 


